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プール監視業務を外部委託する場合における警備業の認定の要否について

昨年、大阪府泉南市内の市立小学校のプールで起きた児童の死亡事故について、

市の教育委員会からプール監視業務を請け負っていた業者が、警備業の認定を受け

ていなかった上、契約上必要とされていた監視員を配置しないことが常態化してい

たことが明らかとなったところである。

当該事件等を受け、関係省庁、自治体等から、プール監視業務を委託する場合に

受託者に警備業の認定が必要となるか否かについて質疑が寄せられており、警察庁

においても、ＮＰＯ法人日本プール安全管理振興協会等に対し別添１のとおり回答

しているところである。

プール監視業務については、これがプールの所有者自身の職員により行われてい

る場合やＰＴＡ、ライフガード等により無償で行われている場合には、警備業法（昭

和47年法律第117号）上の問題とはならないが、所有者から有償で委託を受けて行

われている場合には、当該プール施設内における事故の発生を未然に防止するため

に必要な措置をとること（雑踏整理、遊泳秩序維持、盗難防止等）を主な任務とし、

事故が発生した場合には人命救助等をも行うものとして、警備業法第２条第１項第

１号又は第２号に該当し、警備業務に当たると解される。また、警備業者には、警

備員の人数や担当業務、事故発生時の措置といった業務の重要事項を依頼者に事前

に説明することや苦情に適切に対応することなどが義務付けられており、認定を受

けた業者に依頼がなされることで、プール監視業務の適正が図られることも期待さ

れるところである。

各都道府県警察にあっても、このような趣旨を踏まえ、自治体等からの質疑等に

対し、適切に対応することとされたい。

なお、（一社）全国警備業協会に対し、別添２のとおりプール監視を行う警備員

の資質向上等について依頼していることから、参考とされたい。



プール監視業務について

Ｑ プール監視業務は、警備業務に当たるのですか？

Ａ 他人との契約に基づき、特定の施設において、事故等の発生につながる情報を把握

するための活動を行い、このような情報を把握した場合には、その発生を防止するた

めに必要な措置を行い、事故等が発生した場合には、その被害の拡大を防止するため

に必要な措置をとることを行っている場合には、警備業務に当たります。このような

業務を有償で行う場合には、警備業の認定を受けていることが必要です。

プール監視業務については、プールに沈んだまま浮かんでこない、異常に手足をば

たつかせているといった事故の発生につながる情報を把握するための常時監視を行い、

このような情報を把握した場合には、行為者に注意し又は救護に向かうことなどをそ

の内容としているため、これを他人のために行っている場合には、警備業務に該当し

ます。

Ｑ プール監視を行う場合には必ず警備業の認定が必要なのですか？

Ａ プール監視業務を、他人から委託を受けて、有償で行う場合には、認定が必要です。

次のような場合には、警備業の認定は必要ありません。

○ プール監視業務を、プール管理者の職員が自ら行う場合

例）学校のプール監視を教師や事務員が行う場合、公園のプール監視を職員が行う場合等

○ プール監視業務を外部に委託しているが、ボランティアで行われる場合

例）学校のプール監視をＰＴＡの役員、ＮＰＯ法人等がボランティアで行う場合等

○ プール監視業務を、指定管理者制度により指定を受けた者が行う場合

例）公園のプール監視について指定管理者となった業者、ＮＰＯ法人等が、監視員を採用

して監視を行う場合等

Ｑ プール管理者の職員が監視を行っても警備業務に当たらないのはなぜですか？

Ａ 警備業法では、警備業務とは、「他人の需要に応じて行うものをいう」とされていま

す。したがって、自然人が自己の施設を警戒する場合はもちろん、法人が自己の所有

する施設について、その従業員に警戒させる場合も、「他人の需要に応じて行う」とは

いえず、警備業務に該当しません。

Ｑ 水泳のインストラクターが水難救助を行うと警備業務に当たるのでしょうか？

Ａ 本質的に事故の発生を警戒し、防止するという要素を含む業務を行うに当たって、

一般的に必要とされる範囲内で事故等の発生を警戒し、防止する活動が行われる場合

別添１



別添１

には、「他人の需要に応じて行う」とはいえず、警備業務には当たりません。

例えば、水泳のインストラクターが受講者の安全を確保する場合や学校行事を引率

している教師が生徒が溺れるのを防止するために監視を行っている場合等は、自己の

業務の内容として必要とされる範囲内で事故等を防止しているにすぎず、警備業務に

該当しません。

Ｑ プールの清掃業務や水質検査業務と一緒にプール監視業務を委託する場合はどうす

ればいいでしょうか？

Ａ 清掃業務等自体は警備業務には当たりませんが、これを警備業務である監視業務と

一体の契約として委託する場合には、警備業の認定を受けた業者に委託する必要があ

ります。なお、プール監視業務だけを切り離して委託すれば、清掃業務等について警

備業の認定は不要です。

Ｑ 警備業の認定のない業者にプール監視を有償で委託するとどうなるのでしょう？

Ａ 警備業の認定を得ずに警備業務を行っていた業者は、警備業法違反として罰則の対

象となり得ます。



平成 2 4 年 ６ 月 2 5 日

一般社団法人 全国警備業協会 御中

警察庁生活安全局生活安全企画課

犯 罪 抑 止 対 策 室 長

プール監視業務を受託する際の警備員の資質向上について（要請）

拝啓

貴協会におかれましては、平素から警察行政各般にわたり御理解と御協力を賜り、厚

く御礼申し上げます。

さて、昨年、大阪府泉南市内の市立小学校のプールで起きた児童の死亡事故について、

市の教育委員会からプール監視業務を請け負っていた業者が、警備業の認定を受けてい

なかった上、契約上必要とされていた監視員を配置しないことが常態化していたことが

明らかとなったところです。

プール監視業務については、プールの所有者から有償で委託を受けて行われている場

合は、警備業務に該当するものとして、警備業者が実施することとなるため、貴協会に

おかれましても、プール監視業務を行っている業者に対し、従事する警備員に対する十

分な教育を行うとともに、契約上求められる監視員の確保を徹底するようお願い申し上

げます。

なお、プールにおける安全確保に資する資格等としては、次のようなものがあります。

敬白

○ プール安全管理者（管理主任者・管理責任者）資格

○ 水泳指導管理士資格

○ プール安全管理基礎検定

○ プール管理責任者講習会

○ 水上安全法救助員資格

○ ライフセーバー資格
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